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  2009年「将来の経営幹部育成に向けた『選抜人材教育』に関する調査」 

  「次世代の経営幹部となる人材に不足感」 

  ～経営トップ、教育担当者ともに強い問題意識～ 

財団法人 日本生産性本部 
 

（財）日本生産性本部（理事長：谷口恒明）は、この度、「将来の経営幹部育成に向けた『選抜人材

教育』に関する調査」結果を発表した。この調査は 2004 年から実施しており、幹部育成に向けた選抜

人材教育の現状と課題を明らかにすることを目的としている。今回の調査では、これまでの「教育研

修担当者対象調査」に加え、初めて「経営トップ対象調査」を実施した。なお､本調査の結果と、関連

事例の紹介をテーマに 2010 年 1 月 20 日に「次世代の経営幹部 選抜・育成セミナー」を開催する。(詳

細別紙) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．経営トップの約 7割が、将来の幹部育成を目的とした選抜人材教育に「大いに関心がある」

と回答。 

  「大いに関心がある」68.1％、「やや関心がある」27.6％と、将来の幹部育成教育に対する経営トッ

プの関心の高さを印象づける結果となった。教育研修担当者対象の調査でも、「大いに関心がある」

53.8％、「やや関心がある」39.3％と、このテーマへの関心の強さは共通。 
 
２．約 6割の企業が選抜人材教育を実施。実施方法は「社内研修と社外プログラムへの派遣を

併用」が 5割。 

 選抜人材教育の実施企業は、2007 年の 58.7％から 0.2 ポイント低下したものの、58.5％とほぼ同

じ水準。経済状況の停滞感にもかかわらず、選抜人材教育はほぼ定着した観がある。また、選抜人材

教育の形態については、「社内での集合研修」27.5％、「社外プログラムへの派遣」21.7％、「社内・

社外の両方」50.7％と、5割を超える企業が社内外の組み合わせでの実施。 
 
３．次世代の経営幹部となる人材が現時点で「不足している」と感じている経営トップは

80.9％、教育研修担当者では 76.1％。 

 上記に関連して、経営幹部の選抜の土台となる、管理職への登用についての質問も行った。その結

果、「管理職になりたがらないミドル層が増えている」という質問に対し、経営トップ調査は「そう

思う」4.4％、「ややそう思う」35.1％、教育担当者調査では「そう思う」9.6％、「ややそう思う」40.0％

となっており、将来の経営幹部選抜の土台にも変化の兆しが見られる。 
 

４．人材育成に対する経営トップの方針は「将来のコア人材へ重点的に配分」が 61.2％、  

「できるだけ多くの人に平等に提供」が 24.1％。 

 経営トップ調査では 48.2％が「選抜人材教育」を過去に受けた経験があり、その 9割が「今の自

分や企業経営に役に立った」と回答。経営トップが自らの経験から、コア人材の育成を重視している

ことがうかがえる。その一方、研修担当者調査では、年間の教育研修費用に占める「選抜人材教育」

の割合については、「10％以下」が 46.9％を占めている。 
 

５．経営トップの 86.2％が、「業績に関わらず人材育成投資を継続すべき」と回答。 

 人材育成に対する考え方について、業績が厳しいときは人材育成への投資を削減することもやむを

得ないとの回答が 12.9％にとどまり、8割を超える経営トップが教育の継続を志向している。その一

方で、教育担当者調査では、今年の教育研修予算について「やや減少した」26.7％、「大きく減少し

た」22.4％という結果であり、トップの思いとは別に、現実の教育予算は減額を余儀なくされている

現状が浮かび上がっている。 

【お問合せ先】財団法人 日本生産性本部 経営アカデミー  

                 担当：小暮・相見 TEL.03-5221-8455  FAX.03-5221-8479 



 

１．経営トップの約 7割が、将来の幹部育成を目的とした選抜人材教育に「大いに関心がある」

と回答。 
■経営トップ調査：
貴殿は、現在、将来の経営幹部育成を目的にした「選抜人
材教育」に関心がありますか
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＜①「選抜人材研修」への関心度＞  
「大いに関心がある」68.1％、「やや関心が 

ある」27.6％と、将来の幹部育成教育に対 

する経営トップの関心の高さを印象づける 

結果となった。（図 1-1） 

 教育研修担当者対象の調査でも、「大いに 

関心がある」53.8％、「やや関心がある」 

39.3％と、このテーマへの関心の強さは共通

している。 

 
 

 
◆教育研修担当者対象調査：
　　貴社は現在、将来の経営幹部育成を目的にした｢選抜人材教育｣に関心がありますか。

53.8 39.3 6.0

46.4 42.9 7.1

51.3 43.6 5.1

60.9 32.6 6.5

大いに関心
がある

やや関心が
ある

あまり関心
はない

全く関心は
ない

ｎ

118

28

39

47

正
社
員
数

合計

1000人未満

1000人以上3000人未

3000人以上

＜②従業員規模別＞ 
 教育研修担当者調査を

模（正社員数）別に見る

に関心がある」企業の割

人未満が 46.4％、1000 人

人未満では 51.3％、300

企業では 60.9％と、今回

規模が大きいほど高い割

た。(図 1-2) 

 (図 1-2) 
 
＜③経年比較＞ 
 教育研修担当者対象調

査について、過去５回の調

査年度別に見ると、2004

年の調査開始から、「大い

に関心がある」との回答は、

概ね約 6 割前後で推移し

ている。 

 今年度は、依然として 5

割を超える企業が「大いに

関心がある」と回答してい

るものの、過去の調査と比

較すると、ポイントを落と

し、「やや関心がある」が

増加する傾向にある。(図 1-3) 

◆教育研修担当者対象調査：
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２．約 6割の企業が選抜人材教育を実施。実施方法は「社内研修と社外プログラムへの派遣を併

用」が 5割。 

＜①選抜人材教育の実施状況＞ 
選抜人材教育の実施企業は、2007 年の 58.7％から 0.2 ポイント低下したものの、58.5％とほぼ同じ水

準。経済状況の停滞感にもかかわらず、選抜人材教育はほぼ定着した観がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る。（図 2-2） 

図 2-3） 

 

 

＜②選抜人材教育の形態＞ 
また、選抜人材教育の形態については、「社内研修」27.5％、

「社外機関への派遣」21.7％、「社内・社外の両方」50.7％

と、5割を超える企業が社内外の組み合わせで実施してい

 

   
＜③選抜人材教育の具体的内容＞ 
 具体的に取り組んでいるテーマについては、「経営実務に関する知識」87.7％、「経営課題へのアクショ

在の経営トップ

との対話」も

49.2％と、約 5

割の企業で次

世代の経営幹

部育成の場で、

直接対話が取

り入れられて

ンラーニング」73.8％が、ほとんどの企業で組み込まれていることが分かる。他には、「現

◆教育研修担当者調査：
「選抜人材教育」のプログラムで、現在取り入れている、具体的なメニュー・テーマは何
ですか。該当するもの全てに○を付けて下さい。
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◆教育研修担当者調査：
貴社で実施している「選抜人材教育」の形態は
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◆教育研修担当者調査：
貴社は現在、将来の経営幹部育成を目的にした「選抜人材教育」を実施していま
すか

58.5

58.7

57.6

53.7

53.7

22.0

26.9

19.1

23.9

26.9

19.5

14.4

23.3

22.4

19.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2009

2007

2006

2005

2004

実施している 実施していないが、実施の方向で検討
実施していないし、当面予定もない

( 2-1) 図

(図 2-2) 

n=116 

n=201 

n=257 

n=205 

n=134 

n=65 

n=69 

2 
(図 2-
3) 



＜①

査、教育研修担当者対象調査の共通項目として、「企業環境・職場の

に対し、経営トップ調査では、「そう思う」27.0％、「ややそう思う」53.9％と、不足感

が

 

＜②経営幹部選抜の土台にも変化の兆し＞ 
の選抜の土台となる、管理

果、「管理職になりたがらないミドル層が増えている」という

 

 
次世代の経営幹部となる人材の不足感＞ 
 今回の調査では、経営トップ調

変化」に関する質問を行った。 

 そのなかで、「次世代の経営幹部となる人材が不足している」が自社の現状に該当するかという質問

のあるトップ

8割を超える結果となった。（図 3-1） 

 

○トップ・教育担当者共通項目：
　職場・組織の現状「次世代の経営幹部となる人材が不足している」
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 同様に、共通質問項目として、経営幹部

った。 

 その結
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３．次世代の経営幹部となる人材が現時点で「不足している」と感じている経営トップは 80.9％、

教育研修担当者では 76.1％。 



４．人材育成に対する経営トップの方針は「将来のコア人材へ重点的に配分」が 59.2％、「でき

るだけ多くの人に平等に提供」が 24.1％。 

 

①経営トップの「選抜人材教育」経験＞ 
育」を過去に受けた経験があり、その 9割が「今の自分や

＜②経営トップは、平等の教育機会

 

③教育費用に占める「選抜人材教

＜

 経営トップ調査では 48.2％が「選抜人材教

企業経営に役に立った」と回答している。（図 4-1、4-2） 

■経営経営トップ調査：

 

　貴殿は過去、「選抜人材研修」を受けた経験はありますか
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 研修機会・予算を社員にどのよう

くの人に平等に配分』が「その考え

■経営トップ調査：

 

　貴殿の人材育成に対する考え方は、次のどち
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５．経営トップの 86.2％が、「業績に関わらず人材育成投資を継続すべき」と回答。 

＜①業績が厳しいときも継続して人材育成を＞ 
プに対して、業績が厳しいときの人材育成投資に対す

＜ 算減額の現状と、コア人材への投資状況＞ 
経営トップが業績に関わらず、人材育成投資の継続を志向する一方、教育担当者調査では、今年の教

研修予算について「やや減少した」26.7％、「大きく減少した」22.4％という結果であり、トップの思

いとは別に、現実の教育予算は減額を余儀なく

つい

入れる」という回答が、こ

れまでの調査で最も低い34.3％にとどまったも

のの、「現状程度を維持する」が約 6割を占めて

いる。 

（図 5-3） 

 教育予算全体が減額される中でも、コア人材への

投資は一定の割合を維持していこうという方向性

が読み取れる。 

 

  

 昨年来の世界的な景気低迷を踏まえ、経営トッ

る考え方について質問を行った。その結果、「業績が厳しいときは人材育成への投資を削減することもや

むを得ない」との回答が 12.9％にと

どまり、8割を超える経営トップが教

育の継続を志向していることが明ら

かとなった。（図 5-1） 
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やや減少した 大きく減少した

◆教育研修担当者調査：

 

34.3

51.7

51.7

51.8

58.2

44.9

46.9

45.5

1.7

0

0.9

1.7

1.4

1.8

2009

2007
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今以上に力を入れる 現状程度を維持する

減らす方向で見直す その他

(図 5-3) 

n=1

n=1

n=145 

◆教育担当者調査：
　今後の選抜人材教育の方向性についてどのようにお考えですか。貴
社の考えに近い番号1つに○をつけて下さい。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

3.04.5

図 5-1) 

(図 5-2) 

n=116 

n=67 
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調査概要 

経営トップ調査 

０５０社の経営トップ（役員クラス） 

    内訳）生産性本部賛助会員企業７００社（従業員数５００名以上） 

企業従業員規模上位２００社 

０社     

当者 

    内訳）生産性本部賛助会員企業７００社（従業員数５００名以上）、 

従業員規模上位２００社 

された１５０社 

 
■

対   象：１

 

        上場

        生産性本部の事業に参加された１５

回 収 数：１１６件（回収率１１.０％） 

調査期間：２００９年８～１１月 

 

■教育研修担当者調査 

対   象：１０５０社の教育研修担

 

        上場企業

        生産性本部の事業に参加

回 収 数：１２０件（回収率１１.４％） 

調査期間：２００９年８～１１月 
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    次世代の経営幹部 選抜・育成セミナー 
     成セミナー～ 

 

【

 

 

～経営アカデミー 人材育

 【開催日程】 ２０１０年 １月２０日（水）１５：００～１７：２０

                                  

行きの不透明感と、不確実性が濃い影を落と

 略構想へ組織を牽引する経営幹部の育成が、企業にとって極めて重要な課題と

 

 

プログラム】（予定） 

時 間 プ ロ グ ラ

 本セミナーは、将来の経営を担う幹部人材を、どのように選抜し、育成していくか、必要なキャリア

形成や能力開発のあり方とは何かをテーマとし、企業経営の第

題提起と、先進企業の実践事例を提供します。 

営環境には、

 

15:10 
      状と課題が浮彫りに。 

 
15:10 
 ～15:50 

      
 講   師： 学習院大学  教 授   内野  崇 氏

くト

○講 演 
 

「組織を変革する経営リーダーの育成」 

将来にわたって企業の持続的

競争優位を実現するために、

組織を絶えず革新してい

ップリーダー像と、その育成

についてお話いただきます。 

 
 
16:00 
～17:20 

告 

「コマツにおける人材育成・能力開発」 

講   師：  株式会社小松製作所  

            常務執行役員  日置 政克 氏

モデレーター： 学習院大学  教 授 内野  崇 氏 

グローバルな競争環境を勝ち

抜く強い組織づくりのため

、コマツで実践されている

材育成の思想と実践につい

 

 

 
 
 

○実践報

 

 

 
 

に

人

てお話いただきます。

0 より「2010 年度経営アカデミー」説明会 催します。 
は、どうぞ併せてご出席下さい 

加 対 象 

 

 

 

 り

 ム  

 

 ～

○調査報告 
部育成に向けた 

  『選抜人材教育』に関する調査」結果報告 

（財）日本生産性本部 経営アカデミー 

経営トップ対象調査と、教育

研修担当者への調査結果か

ら、各社の幹部社員養成の現

15:00 「将来の経営幹

混迷の時代に、求められている企業経営とは？  
      経営幹部は「育成」できるのか？ 

 
【会  場】 経営アカデミー 教室 

 昨秋以来の景気の低迷は底を打ったとも言われますが、依然として、企業を取り巻く経

先 しています。 
 こうしたなかで、環境変化に対応しながら、パラダイムシフトを実現していくリーダー、次世代の戦

なってきています。 

一線に精通した講師による現状分析・問

※なお、当日 17:4  + 講義体験を開
 ご関心のある方

 
【お申
  参加お申し込みの方は、「申込書」に必要事項をご記入の上、
 ミリにてお申込下さい。 

  参加申込書を受領次第、折り返し「参加証」と「請求書」を 
送 いたします。恐れ入りますが参加費は事前にお支払い 
い す。

【問い合わせ】

し込み】 
人事部、人材開発、教育・研修のご担当様 
現場のマネージャー 

参  要 領 

お申込区分 参 加 費 

 生産性本部賛助会員 6,000円 

一 般 8,000円 

参 加  費事務局宛にファクシ
お申込受付】 【

 お
 願  

 
 日本生産性本部 経営アカデミー 小暮 TEL：03-5221-8455 

ま



ＦＡＸ：０３－５２２１－８４７９（経営アカデミー事務局行） 
 

「次世代の経営幹部 選抜・育成セミナー」参加申込書 
 

 
                                                    
                                        

                           
  ※ 情報の取り扱いについて： 
 申込によりご提 だいた個人情報は、当本部の個人情報保護方針に基づき、安全に管理し、保護の徹底

  報 ては、HP（http://www.jpc-net.jp）をご参照願います。参加されるご本人、ご連絡担
  容をご確認、ご理解の上、お申込いただきますようお願い致します。 

、ならびに当本部が主催・実施する各事

ために利用させていただきます。

又は削除、利用の停止、消去及び第三者

 

人情報の取り扱いについて」に □同意する □同意し

 

 

 

貴社名  
 ・ 

 区 分  
生産性本部賛助会員

   
個人

1.参加
の保護

供いた

方針の内容につい

名 派 

遣 

責 

Ｅ－Ｍａｉｌ   
任 

者 

ふ り が な

 

 

ふ り が な

  
参 

所在地 

 

（〒   －      ） 

 

氏
ふりが な 所属・役職  

ＴＥＬ   FAX   

氏名 所属・役職  

ＴＥＬ   FAX   

参

加 

者 Ｅ－Ｍａｉｌ   

氏名 所属・役職  

ＴＥＬ   FAX   

 2.個人情報は「経営アカデミー」の事業実施に関わる参加者名簿等の作成
   案内、および顧客分析・市場調査の

 3.「次世代の経営幹部 選抜・育成セミナー」の事業実施に関して必要な範囲で参加者名簿等の資料を作成し、当
   布させていただきます。但し、法令に基づく場合などを除き、個人情報を第三者に開示、提供することはあり

 4.ご本人からの求めにより、開示対象個人情報の通知、開示、訂正、追加
  については、経営アカデミー（TEL03-5221-8455）または総務部個人情報保護担当窓口(TEL03-3409-1112)まで
  情報保護管理者(総務部長)】 
 6.お申込書に個人情報を記入するか否かの判断はご本人次第ですが、必要な個人情報が不足していた場合は、当本
  部が受けられないことがあることをご了承願います。

 7.当本部はクッキー等のご本人が容易に認識できない方法によって個人情報を取得することは行っておりません。
8. 本案内記載事項の無断転載をお断りします。 
     ※上記の「個

 

 

加 
者 Ｅ－Ｍａｉｌ   
に努めます。なお、当本部の個人情  
当者の皆様におかれましては、内 

業におけるサービス提供や事業のご 

への提供の停止に応じます。この件 

 

ない 

一般   （○をお付け下さい） 

日講師、参加者等の関係者に限り配  
ません。 

お問い合わせ下さい。【責任者:個人 

部からのサービスの全部、または一 

   年    月    日 
創立 45周年、伝統と実績の経営大学院
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